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租税転嫁の所得分配効果
小原久治
I はじめに
小論の目的は，租税転嫁，特に利潤税（法人税とみなした。）の転嫁が所得分
配を表す利潤分配率にいかなる作用を及ぼすかを考察する点にある。
租税転嫁に関する理論は租税作用理論の課題の一つであると考える。この課
題の分析は，多くの論者が指摘しているように，極めて広汎な範囲にわたるの
で，困難で、ある。そのため，租税転嫁理論に関する分析の難しきが伺われる。
例えば，セリグマン（E.R. A. Seligman）は，租税転嫁の諸形態や転嫁の市
場経済的諸条件が異なれば，転嫁理論も異なることを極めて細密に分析するこ
(1) 
とによって，「程税転嫁の問題は最も複雑な主題の一つで、ある」 と述べている。
レクテンバルト（H.C. Recktenwald）は，「われわれの高度に発達した産業
社会における経済現象やフイスカル現象の細目にわたる分岐や緊密な連係から
(2) 
最終的に生じる問題の複雑さに直面して」，図 I-1のように，転嫁の帰趨に
対しては単純で一般的な解答を与えることはできないと述べている。それにも
かかわらず，租税転嫁の理論的体系化を企てた数多くの租税転嫁理論が今日ま
でに展開きれている。
その後の展開において，例えば，ニーハンス (J.Niehans）が指摘している
ように，「ミクロ経済学の分野では，個々の租税が価格，生産，要素投入量，要
素価格に及ぽす作用を論究したすばらしい理論がすでにずっと以前から経済学
の共有財産となっている。－（中略）－。これに反して，マクロの租税作用に
ついては事』情は違っている。この研究はいまなおその緒についたばかりの段階
E、コ
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図I-1 租税転嫁の経済的作用様式（概念図）
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（注）レクテンバルトは個別経済的・部門経済的及び総合経済的に租税作用をこの図式のように分類する。この図式は，租税の変更が公示され，次いで租税が賦
課された場合に，いかなる経済的作用が生じると考えられるか，をできるだけ体系的に示したものである。これによれば，租税作用の経路は極めて複雑で
あることが伺われる。
(3) 
であると思われる。」
なかんずし租税転嫁が所得分配にいかなる作用を及ぼすかについては，簡
単なモデル分析においてさえも十分に究明されていないと考える。この意味で，
租税転嫁の最も基本的な決定要因や租税によって引き起こされる利潤分配率な
どの変化を考察することは有意義で、あると思われる。
小論は，できるだけ統一的な観点から租税転嫁に関する議論の基本的内容を
踏まえた上で，租税転嫁理論の系譜の中から，マクロ租税転嫁理論を抽出し，
この理論の梗概を簡略に説明した後，そのようなモデルを構築して，小論の目
的を考察しようとしたものである。
I マクロ租税転嫁理論の梗概
1. マクロ租税転嫁理論の概略
ケインズ (J.M. Keynes）のいわゆる『一般理論』（1936年）を契機として
マクロ経済学が登場した。それに伴い，需要面を強調したマクロ租税転嫁理論
が新しく展開されてきた。この新展開の研究は，一方において，これまでの市
場分析の方法がマクロ租税転嫁理論の分析に適用でRきるか否か，他方において，
ミクロ分析の場合に特有な租税転嫁問題も無視しないでマクロ租税転嫁理論に
活かせないか否か，また課税がいかなるマクロ的波及効果をもたらせるかなど
を課題としている。この研究の代表者には，フェール（C.Fohl)，カレツキ（M.
Kalecki），ヴェリンダァ（C.Welinder），マスグレイヴ（R.A. Musgrave) 
(4) . 
などがいる。 これらの論者の研究は，マクロ循環理論において貨幣量の変化を
考察することがいかに重要で、あるか，課税の経済的作用と租税転嫁とがいかに
必然的に結びつくのか，などを分析視角としている点に特徴がある。
そのような租税転嫁問題を具体的に解決するための方法を模索する研究も現
われてきた。例えば，レクテンバルト（H.C. Recktenwald）は－四つの方法を
挙げている。そのうちの一つの方法が，「マクロの予件（集計）を広範囲に拡大
(5) 
化する方法J である。
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この方法には，私見によれば，二つの分析方法があると思われる。一つは，
マクロ租税転嫁理論の問題点に直接立ち入る方法である。この方法に基づいた
文献には，例えば，フェールの租税転嫁理論がある。この理論については租税
(6）、－ < 転嫁論争が行われた。 もっ一つは，所得分配理論の観点から租税転嫁問題に接
近するモデル分析である。この分析方法を用いれば，マクロの租税転嫁問題は
所得分配理論の分析の副産物として把握されるように思われる。この分析方法
に基づく文献には，ニーハンス， リュストウ（H.J. RO.stow），クレー レ（W.
Krelle），ホイザ、ァ（K. H~user）とリッヒタァ（R. Richter），シュトーベ（A.
Stobbe), ミーズコウスキー（P.M. Mieszkowski），アシマコプロス（A.
Asimakopulos）とノぐー ビッジ (J.B. Burbidge), ローゼ（M.Rose）などの
(7) 
租税転嫁理論がある。
2. 需要理論型租税転嫁理論の系譜の概略
マクロ租税転嫁理論の中でも「需要理論型」租税転嫁理論には多くの文献が
あるが，広範囲のマクロ的議論が喚起きれる誘因となったのはフェールの論文
(8) 
「累進課税批判」である と思われる。また，フェールの論文「課税逆説」の議
論全体は根本的には経済理論の形成過程を叙述しているが，フェールは，例え
ば，ケインズ経済学の理論的認識に立脚した需要理論を組み立て，それを財政
学的関係に移行させた分析方法に基づいて，課税対象となる利潤が多ければ多
いほど，利潤はますます多く課税きれるであろうという命題を導いた。この命
題の理論的概念には，需給両理論の諸要素を用いて従来の租税転嫁理論を補完
したという点に特徴がある。この補完ないし修正は，需要理論的転嫁理論の構
成方法と供給理論的転嫁理論の構成方法を統合するという接近方法を表してい
る。この接近方法は，その後のマクロ租税転嫁理論の文献をみる限り，発展し
ていない。
しかし，需要理論型租税転嫁理論はその後のポスト・ケインズ派が展開した
租税転嫁理論としてますます発展していったが，この発展の原点となった接近
方法を提示している。フェールの議論を契機としたシュトーベ，ボムバッハEG.
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Bombach），オーバァハウザァ（A.Ober・hauser），プリュー ムレ（G.Bh1mle), 
アンダースン（W.R. Anderson），パウムガルテン（P.Baumgarten），バル
(9) 
トマン（H . Bartmann）などの所得分配理論や財政理論の研究が重視された。
シュトーベ，ボムパッノ＼，アンダースン，バウムyゲルテンはカルドア（N.Kaldor) 
の所得分配モデソレの理論構造に基づいて考えたが，オーバアハウザ、アはカルド
ア・モデルの最も重要な要素を財政政策的に概念づけ，フェールが定式化した
利潤税の完全な転嫁可能性に関する議論に関連して，マクロの需要が事後的に
増加した利潤税だけを増加させること，したがって利潤税が転嫁する場合に満
たすべき条件を提示している。ブリュームレ，バルトマンは，利潤税（法人税），
賃金税（所得税），消費税などの転嫁が所得分配に及ぽす影響について考察して
いる。
II 利潤税転嫁の所得分配への作用
需要理論型租税転嫁理論に基づくモデルを構築して，小論の目的を考察する。
このモデルは封鎖体系におけるカルドアの分配理論を根底に置いた利潤税（法
人税とみなした。）転嫁モデルである。モデルには，資本家階級と労働者階級（以
下，資本家，労働者と略記する。）の2階級の貯蓄性向が異なる貯蓄関数，租税
関数及び予算関数を導入している。労働者は賃金所得Wに加えて利潤所得Cwも
取得するものとする。
利潤税転嫁モデルの体系は次のとおりである。
まず，マクロ的均衡条件については，政府は租税を徴収して租税収入Tを得
ても財政支出はないと仮定すれば，
I=S+T 
が成り立つ。
(1) 
資本家の貯蓄関数SG，労働者の貯蓄関数Sw及び、政府の貯蓄関数Ssはそれぞ
れ，利潤税率（法人税率とみなす。）をtG，賃金税率（所得税率とみなす。）を
tw，資本家の貯蓄性向をSG，労働者の貯蓄性向をSw，政府の貯蓄性向をSs，資
本家が取得する利潤所得をGe，資本家の利潤税（法人税）をTc，労働者の賃
金税（所得税）をTwとおけば，
Sc ＝竺；sc(l-tc)Gc? l>ss>sc>sw>O 
Sw=sw(l-tw)(Gw+W), l>tc>tw>O 
Ss =ss Uc Ge+ tw (Cw+ W)} 
で定義できる。したがって，総貯蓄Sは
S=Sc +Sw+Ss 
で定義できる。
国民所得Yは供給面（6），需要面（7）と分配面（8）から，
Y=C+S+T 
Y=C十Cs+!
YニG十時F
と定義できる。
利潤所得Gは，資本家の利潤所得と労働者の利潤所得から構成きれるものとす
(2) 
(3) 
(4) 
(5) 
(6) 
(7) 
(8) 
れば，
G=Gc十Cw
で定義できる。
資本家の租税関数Tcと労働者の租税関数Twは，
Tc二 tcGe 
Tw=tw(Gw+W) 
であるとする。したがって，租税収入Tは
T=Tc+Tw 
で定義できる。
予算関数は，租税収入Tが政府の消費Csと政府の貯蓄Ssの和に等しいとき成
(9) 
(1的
、
??? ??? ? ??
（
(12) 
り立つならば，
T=Cs +Ss 
で表きれる。
(13) 
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f G ¥ 租税転嫁率Oは，利潤税んの課税後の利潤分配率t1-l に対する利潤税課
G ¥ y j N 
f G¥ f G¥ 税前後の利潤分配率の差1-l-I一！ の比率であると定義すれば，¥YIN ¥Y/B 
f G¥ fG¥ 。＿＼ YIN ¥Y/B 
- tc （手L
）??
?
? ?（
(10) 
で表すことができる。
総資本Kは，資本家が取得する資本Kcと労働者が取得する資本Kwから成り
立っとすれば，
K=Kc+Kw 
で定義できる。
総利潤率，資本家が取得する利潤率及ぴ労働者が取得する利潤率の関連は，
(15) 
G _Ge_ Cw 
K-Kc-Kw 
。
で表される。これはパシネッティの均衡条件式である。
資本家の財産分配率zと労働者の財産分配率1-zは，それぞれ
Kにz=K 
1-z＝学
。
(18) 
で定義できる。
このモデルは， 18個の変数S,Sc, Sw, Ss, G, Ge, Cw, W, T, Tc, 
Tw, C, Cs, 8, K, Kc, Kw, zを決定する完結したモデル（1）～（18）である。
Y, I, Sc, Sw, Ss, le, lwはすべてパラメーターであり，所与かっ一定で
ある。
州制～肌
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_J__sw(l-tw）一(l+ss)tw
G 
y--z{sc -sw + (ss -sc + 1) tc一（ss-sw+m丙
で表される。これは利潤税課税後の利潤矧判手Lである。
(19) 
I G ¥ 利潤税課税前の利潤分配率1-1は， tc=tw=Oのときの利潤分配率である¥ y j B 
から，
一（÷） B -Sw （手）B-z(sc一旬）
で表される。
。助
仰では，利潤税（法人税とみなした。）の課税後は利潤分配率，したがって利
潤税控除前の利潤分配率を変化させないから，いかなる転嫁も生じない。この
場合には，租税は完全に資本家の負担になる。また， Sc=ssを仮定することは
非現実的で、あるから， Ss>scの仮定が必要で、ある。
ここで，本モテソレに政府貯蓄Ssを導入したことについて次のことを考える。
一つは，政府の貯蓄は民間投資の調達に役立つといフことである。この場合
には，政府の租税収入は民間部門の財政投資として使途できる。オーバアハウ
ザ、アの完全な利潤税転嫁条件によれば，調達された投資は利潤税転嫁の結果を。I）一、
縮小することになる。 この点を本モア、ルに適用している。
もう一つは，投資目的と政府収入の使途との関係はどうかということである。
政府の実質投資が民間投資を増減させることを仮定すれば，民間の投資比率の
変動効果は本モデルにも適用できると思われる。民間の投資比率が財政投資と
の補完関係に基づいて上昇すれば，利潤分配率は上昇する。逆に，利潤分配率
が低下すれば，民間投資は抑制される。このょっな反応は利潤税転嫁の結果い
かんにかかわらず生じることである。
所得の機能的分配を表す利澗分配率（19）が経済的意味を持つためには，（19）が1
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とOの聞に存在していなければならない。この安定条件を満たすためには，次
の二つの条件が必要で、ある。
l>ss>sc＞÷＞sw＞。 。1)
山 －sw十 （ss-sc+l)tc一（ss-sw+l)tw｝＞÷ 
>sw十（s s -s w + 1 ) tw ( >0 ) (2) 
これらの条件のもとで，（19）をtcで偏微分して， H=sc-sw+ (ss -sc + 1) • 
tc -(ss -sw 十 l)twとおけば，
a（手） （手－( 1一九)sw一（ 1十む）tw}(ss-sc+l)
一、 J くo
ate zH2 
(23) 
となる。このことは，利潤税率んの上昇が利潤分配率を低下させ，同時に不完
全な転嫁を生じさせることを意味する。
利潤分配率の上昇が利潤税課税後にどの程度のものであるかは，租税転嫁率
。は(25）で表すことができる。
（÷Lー（ 1ー ル）sw一（ 1 ＋む）tw （÷） B -sw 
。一
したカfって，
。＝-f
~G 
zH z(sc-sw) 
tc { （÷Lー（1一tw)
zH 
（÷L一旬｝H
tc { （÷Lー（ 1寸山
。母
。
この場合の利潤税転嫁率については，特定の仮定として（ss-sc+l)(l んー）一
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(sc-sw)+(ss-sw+ l)tw> 0を設ければ，んが低下すればするほど，利潤
税転嫁率は小きくなる。逆に，んが上昇すればするほど，利潤税転嫁率は上昇
する。
δ8 -{ （礼－sw}{ (s -sc + 1) ( 1一tc
ate一 tc2{ （÷L一(1一tw)
fl¥ fl¥ 利潤税の課税が投資比率を変化きせないこと，すなわち1-1 ＝（一一l¥YJB ¥YJN 
tw= 0を仮定すれば，利潤税転嫁率(25）は次式のように単純化して示すことがで
きる。
。＝ 1 _ { （÷t一句｝｛sc-sw+(ss-sc+l)tc}=s -s -1 
tc{ （÷）N一寸（sc一句）
。司
この仰でみる限り，利潤税転嫁率0は三つの貯蓄性向Ss,Sc, Sw，利潤税率
tc，賃金税率tw，課税前後の投資比率いかんによって決定きれることがわかる。
これらの一定の投資比率のもとでは，利潤税の転嫁は 1よりも大きくならない。
Ss -1 =swであれば， θ＝1となり，利潤税は完全に転嫁することになる。
利潤税課税の可能性は，貯蓄性向が変化するときに上昇する。利潤税が増加
するとき，資本家が取得する配当利潤は減少するから，資本家の貯蓄性向Scが
上昇すればするほど，利潤税率んは上昇する。
G 利潤分配率（19）は 1＞ヲr->0の範囲内に存在するから，その利潤分配率が1よ
りも大きい場合を除外するためには，次の条件が必要で、ある。
利潤税課税後の利潤分配率の決定式（19）から，極大可能な利潤税率tcMが得られ
る。モデルの安定条件。1), (2）を考慮すれば，
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z~ Sc -sw一（ss-sw+ 1）川－4-、 I _. > tcM 
z(sc-ss-l) 
(28) 
が得られる。この条件を用いれば，利潤税課税後の利潤分配率は 1よりも小き
くなる。
(28）で等号で成り立つとき，利潤税率を上昇させる可能性は， m+>z(ss-
sw+l)(l-tw）のとき， Scが上昇する場合，（i)s sが上昇する場合，（ii)S G一
I 
Ss -1 > 0のとき，投資比率一ーが上昇する場合，に生じる。y 
(28）を資本家の貯蓄性向Scと政府の貯蓄性向Ssと投資比率でそれぞれ偏微分す
れば，このモデルの仮定と安定条件によって，
_J_-z(ss-sw+ 1) ( l -tw) 
δtc = Y 
asc z(sc -ss -1 )2
ateー （sc-sw) ( 1 -tw) 
>O assー （sc-ss-1)2
~＝ I 1 ¥> 0 a(+) z(sc-ss- ) 
となるからである。
>O 
(29) 
。
。1)
投資比率が上昇すればするほど，んの上昇範囲は小きくなる。このことは投
資の反応が利潤税転嫁率に影響を与えることは明らかである。投資比率が低下
すればするほど，利潤税転嫁率は低下する。 tw=0のとき，投資比率が低下す
I I ¥ 
1---v-J -sw 
れば，~l ~ B は1よりも大きくなる。つまり，利潤税制前の投資比率の
1---v-I -sw 
¥ .L I N 
fl¥ fl¥ 方が利潤税課税後の投資比率よりも大きくなるから， 1-1 >I-I ¥YJB ¥YJN 
fl¥ fl¥ 
たがって ＼y}8 -sw> ＼γ） N -swとなることを意味する。
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IV むすび
次の少なくとも五つのことを導くことができたと考える。
1. 利潤税転嫁率は，投資比率が一定であるときには，利潤税課税前後の投
資比率，利潤税率，賃金税率，資本家の貯蓄性向，労働者の貯蓄性向及ぴ政府
の貯蓄性向いかんによって決定きれる。利潤税転嫁率は，現実的な仮定のもと
では， 1よりも小きく， sw>ss-1のときに成り立つことになる。
2. Sw二 Ss-1であれば，投資比率は一定であるから，利潤税は完全に転嫁
する。この場合，利潤税転嫁率は 1となる。
3. 極大可能な利潤税率は，特定の条件のもとで， Sc,Ssの上昇につれて上
昇する。
4. 政府の貯蓄性向は政府が貯蓄した利潤税や賃金税を用いないか，それを
財政投資に用いるときに限り，利潤税の転嫁結果に影響を与える。
5. 利潤税率の上昇は，利潤分配率を低下させ，不完全な転嫁を生じさせる。
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